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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 第35期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、第34期中間期の記載はしておりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

６ 従業員数の（ ）外書は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

７ 当社は、平成17年11月25日付で株式１株につき15株の分割を行っております。 

     ８ 平成18年４月13日付で有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増資（発行価額850円、 

      発行価額の総額850,000千円、発行株式数1,000千株）を行っております。  

  

回次  第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成16年 
２月21日 

至 平成16年 
８月20日 

自 平成17年 
２月21日 

至 平成17年 
８月20日 

自 平成18年 
２月21日 

至 平成18年 
８月20日 

自 平成16年 
２月21日 

至 平成17年 
２月20日 

自 平成17年 
２月21日 

至 平成18年 
２月20日 

売上高 （千円） － 5,181,667 6,030,534 9,323,689 10,577,774 

経常利益 （千円） － 359,247 305,001 543,903 691,673 

中間（当期）純利益 （千円） － 186,275 140,183 254,488 359,137 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 135,000 560,000 135,000 135,000 

発行済株式総数 （株） － 270,000 5,050,000 270,000 4,050,000 

純資産額 （千円） － 1,117,756 2,340,635 964,502 1,294,922 

総資産額 （千円） － 5,219,356 6,563,428 4,837,785 5,230,852 

１株当たり純資産額 （円） － 4,139.83 463.49 3,572.23 317.19 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） － 689.91 28.70 942.54 86.13 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） － － － 125.0 15.00 

自己資本比率 （％） － 21.4 35.7 19.9 24.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 428,659 205,067 662,048 916,065 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △169,987 △409,058 △280,068 △394,342 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △222,078 609,113 △109,318 △360,447 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） － 696,985 1,226,790 660,391 821,667 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－)

227 

(183)

276 

(224)

222 

(154)

222 

(186)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）1.従業員数欄の（ ）外書は、臨時従業員の年間平均雇用人数（１日８時間換算）であります。 

        2.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。  

     3.従業員が前事業年度末に比べ54名増加しましたのは、新規出店に伴う新規採用によるものでありま 

     す。  

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年８月20日現在

従業員数（人） 276（224） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、軽微な調整を経つつ、好調な企業収益を背景とした設備投資と着実に増加

を続ける個人消費に牽引されて緩やかな拡大を持続してきました。しかし、高値が続く原油価格の影響に加え、労働

コストの上昇や金利上昇懸念等もあって景気の先行きについては必ずしも楽観できない状況にあります。 

 一方小売業界にあっては、天候不順の影響から衣料品を中心にその景気は一時弱含みであったものの、雇用状況の

改善を背景に総じて堅調に推移いたしました。当社の靴小売業界にあっては、企業の事業領域拡大による競争が激化

し、業務の提携や企業統合等の動きが顕在化いたしました。 

 このような状況の中で当社は①収益（売上総利益）増強のための商品部機能の強化、特に婦人部門の強化、②オリ

ジナル商品開発「ＣＯＯＩＣＩ」（名称：クーイスイ）ブランド推進強化、③不振店改善特別チーム編成、④ＮＳＣ

(ネバフッド・ショッピング・センター）業態開発推進等の展開に努めてまいりました。 

 以上の結果、当中間会計期間の売上高は6,030,534千円（前年同期比16.4％増）となりました。利益面では、オリ

ジナル商品および株式上場記念キャンペーンに係る販売促進費、株式上場に関する手数料等を計上したことにより販

売費及び一般管理費が増加した結果、経常利益は305,001千円（前年同期比15.1％減）、また、税引前中間純利益

は、295,416千円（前年同期比17.0％減）となり、中間純利益は、140,183千円（前年同期比24.7％減）となりまし

た。 

  

 なお、経営分析につきましては以下のとおりであります。 

① 売上高 

    当中間会計期間におきましては、関東地域に３店舗、中部・東海地域に２店舗、近畿地域に２店舗、四国地域に

 １店舗、九州地域に１店舗、計９店舗の新規出店と契約満了に伴い、九州地域で１店舗の閉鎖を行いました。ま 

 た、前年度に出店した12店舗が半期を通して稼動いたしました。さらに、既存店の商品拡充及び改装等により、既

 存店の前年同期比が4.4％増加で推移いたしました。この結果、当中間会計期間の売上高は前中間会計期間と比べ

 848,866千円増加し、6,030,534千円（前年同期比16.4％増）となりました。 

  事業部門別にみますと、婦人部門では、上半期盛夏サンダルの売上高が増加したことにより部門の売上高が増加

 しました。なお、前年度出店した店舗の半期稼動及び新規出店により418,345千円増加したことで、売上高は前中 

 間会計期間と比べ520,241千円増加し、3,545,225千円（前年同期比17.2％増）となりました。 

  紳士部門では、ビジネスシューズ及びサンダル共に売上高が増加しました。なお、前年度出店した店舗の半期稼

 動及び新規出店により37,094千円増加したことで、売上高は、前中間会計期間と比べ95,361千円増加し、498,814 

 千円（前年同期比23.6％増）となりました。 

  スニーカー部門では、ナショナルブランドの低価格商材を定期的に導入したこと及び子供靴の売場を増加したこ

 とにより売上高が増加しました。なお、前年度出店した店舗の半期稼動及び新規出店により129,980千円増加した 

 ことで、売上高は前中間会計期間と比べ139,741千円増加し、1,699,888千円（前年同期比9.0％増）となりまし  

 た。 

  その他部門では、夏の最終バーゲンに導入した低価格商材の売上高が増加したこと、前年度出店した店舗の年間

 稼動及び新規出店により48,977千円増加したことで、売上高は前中間会計期間と比べ93,521千円増加し、286,604 

 千円（前年同期比48.4％増）となりました。 

 

② 売上総利益 

  当中間会計期間の売上総利益は、売上高の増加に伴い、前中間会計期間に比べ356,221千円増加し、2,530,901千

 円（前年同期比16.4％増）となりました。なお、売上総利益率は42.0％で前中間会計期間と同率となりました。 

 

③ 営業利益 

  当中間会計期間の販売費及び一般管理費は、新規出店に伴い、賃借料と店舗人員の配置による人件費の増加、オ

 リジナル商品および株式上場記念キャンペーン等の販促活動での増加による影響で、前中間会計期間に比べ 

 398,780千円増加し、2,284,762千円（前年同期比21.1％増）となりました。販売費及び一般管理費の対売上高比率

 は、37.9％と前中間会計期間に比べ1.5ポイント上昇いたしました。 

  以上の結果、当中間会計期間の営業利益は、前中間会計期間と比較して42,559千円減少し、246,138千円（前年 

 同期比14.7％減）となりました。 



④ 経常利益 

  当中間会計期間の営業外収益は、前中間会計期間と比較し9,763千円増加して、94,691千円（前年同期比11.5％ 

 増）となりました。 

  これは、仕入増加による事務代行料（配送代行とデータ管理料）が前中間会計期間に比べ7,578千円増加したこ 

 とによるものであります。 

  また、営業外費用は、借入金の減少に伴い支払利息が10,661千円（前年同期比24.0％減）となったものの、当中

 間会計期間には、株式上場費用が16,520千円、新株発行費が8,539千円計上されたこと等により、前中間会計期間 

 と比較して21,449千円増加し、35,829千円（前年同期比149.2％増）となりました。 

  以上の結果、経常利益は、前中間会計期間と比較して54,246千円減少し、305,001千円（前年同期比15.1％減） 

 となりました。 

 

⑤ 税引前中間純利益 

  当中間会計期間の特別損失は、退店及び店舗の改装に伴う固定資産除却損の増加により、9,584千円（前年同期 

 比197.6％増）となりました。 

  以上の結果、税引前中間純利益は、前中間会計期間と比較して60,610千円減少し、295,416千円（前年同期比 

 17.0％減）となりました。 

 

⑥ 中間純利益 

  中間純利益は前中間会計期間と比較して46,092千円減少し、140,183千円（前年同期比24.7％減）となりまし 

 た。 

  なお、当中間会計期間の税金費用（法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計額）は、税引前中間純利

 益の減少に伴い、前中間会計期間と比較して14,518千円減少し、155,232千円（前年同期比8.6％減）となりまし 

 た。 

 

(2)財政状態 

① 資産 

  当中間会計期間における流動資産は、前中間会計期間に比べて867,638千円増加し、3,229,853千円（前年同期比

 36.7％増）となりました。主な増加内容は、現金及び預金529,832千円、売掛金138,428千円、たな卸資産192,292 

 千円の増加によるものであります。 

  当中間会計期間における固定資産は、前中間会計期間に比べて476,434千円増加し、3,333,575千円（前年同期比

 16.7％増）となりました。主な増加内容は、新規出店等に伴う建物40,330千円、工具、器具及び備品116,260千 

 円、差入保証金279,595千円の増加であります。 

  以上の結果、当中間会計期間における資産合計は、前中間会計期間に比べて1,344,072千円増加し、6,563,428千

 円（前年同期比25.8％増）となりました。 

 

② 負債 

  当中間会計期間における流動負債は、前中間会計期間に比べて398,356千円増加し、3,513,672千円（前年同期比

 12.8％増）となりました。主な増加内容は、支払手形356,070千円増加によるものであります。 

  当中間会計期間における固定負債は、前中間会計期間に比べて277,163千円減少し、709,121千円（前年同期比 

 28.1％減）となりました。主な減少内容は、長期借入金229,582千円の減少及びその他（長期未払金）36,526千円 

 の減少によるものであります。 

  以上の結果、当中間会計期間における負債合計は、前中間会計期間に比べて121,193千円増加し、4,222,793千円

 （前年同期比3.0％増）となりました。 

 

③ 純資産 

  当中間会計期間における純資産合計は、前中間会計期間に比べて1,222,879千円増加し、2,340,635千円（前年同

 期比109.4％増）となりました。これは、当中間会計期間に新株発行を行い資本金425,000千円、資本準備金 

 551,000千円が増加したことによるものであります。 



④ キャッシュ・フローの状況 

  当中間会計期間においては、財務活動で獲得した資金を固定資産の取得等の投資活動に使用、営業活動で獲得し

 た資金を借入金の返済等の財務活動で使用した結果、当中間会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」とい 

 う）は1,226,790千円となり、前中間会計期間に比べ529,804千円増加いたしました。 

   

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において営業活動で獲得した資金は205,067千円（前年同期比52.2％減）となりました。 

  これは主に税引前中間純利益の減少（60,610千円減）とたな卸資産の増加額が105,132千円増加したことによる 

 ものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、409,058千円（前年同期比140.6％増）となりました。

  これは主に新規出店及び改装に伴う有形固定資産の取得による支出160,719千円及び保証金の差入等に伴う支出 

 220,997千円によるものであります。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において財務活動で獲得した資金は609,113千円（前年同期は222,078千円の使用）となりまし 

 た。 

  これは主に株式の発行による収入967,460千円があったことによるものであります。 

    （注）１．株主資本比率：自己資本／総資本 

       ２．時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資本 

       ３．各指標の算出は以下の算式を使用しております。 

        債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

      ４．有利子負債は社債及び借入金の合計額を使用しております。  

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 靴の小売業務以外の業務を営んでいないため、記載を省略しております。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。   

  平成18年２月期 平成18年８月期中間 

自己資本比率（％） 21.4 35.7 

 時価ベースの株主資本比率（％） －  90.0 

 債務償還年数（年） 1.3 4.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 34.2 18.9 

事業の部門別 
当中間会計期間  

（自 平成18年２月21日  
  至 平成18年８月20日）  

  

前年同期比（％） 
  

婦人部門 1,995,337 118.8 

紳士部門 314,092 134.1 

スニーカー部門 1,169,799 114.3 

その他 167,361 147.0 

合計 3,646,590 119.5 



(3）受注状況 

 靴の小売業務以外の業務を営んでいないため、記載を省略しております。 

(4）販売実績 

    ① 事業の部門別販売実績 

      当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 地域別販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

事業の部門別 

 当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

  至 平成18年８月20日） 

  

前年同期比（％） 
  

婦人部門 3,545,225 117.2 

紳士部門 498,814 123.6 

スニーカー部門 1,699,888 109.0 

その他 286,604 148.4 

合計 6,030,534 116.4 

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

売上高（千円） 
前年同期比 
（％） 

開店（店） 閉店（店） 
当中間会計期間末 

（店） 

北海道 
北海道 127,352 142.1 － － 4 

小計 127,352 142.1 － － 4 

東北 

宮城県 32,839 96.1 － － 1 

山形県 38,355 109.2 － － 1 

福島県 34,715 94.8 － － 1 

小計 105,910 100.0 － － 3 

関東 

茨城県 51,149 － － － 1 

栃木県 142,265 102.2 － － 3 

群馬県 46,616 99.2 － － 1 

埼玉県 210,237 112.4 － － 4 

千葉県 179,392 105.6 － － 3 

神奈川県 239,166 152.2 1 － 5 

東京都 308,076 181.0 2 － 5 

小計 1,176,904 135.2 3 － 22 

 



 （注）１．地域区分は、店舗の所在地によって分類しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

売上高（千円） 
前年同期比 
（％） 

開店（店） 閉店（店） 
当中間会計期間末 

（店） 

北陸・甲 

信越 

富山県 173,634 102.7 － － 2 

新潟県 43,510 113.6 － － 1 

石川県 30,336 － － － 1 

長野県 29,934 105.0 － － 1 

小計 277,414 117.6 － － 5 

中部・

東海 

岐阜県 282,894 177.7 1 － 3 

愛知県 401,100 129.3 1 － 7 

小計 683,995 145.7 2 － 10 

 近畿 

三重県 224,691 104.2 － － 5 

京都府 327,234 105.6 － － 5 

大阪府 1,463,927 104.0 － － 19 

兵庫県 535,235 124.0 2 － 11 

奈良県 263,926 112.5 － － 1 

小計 2,815,014 108.3 2 － 41 

中国 

島根県 27,940 100.8 － － 1 

岡山県 306,014 104.1 － － 2 

広島県 22,118 98.8 － － 1 

小計 356,072 103.5 － － 4 

 四国 

徳島県 80,817 277.2 1 － 2 

愛媛県 206,309 104.1 － － 2 

高知県 65,463 105.3 － － 1 

小計 352,590 105.9 1 － 5 

 九州 

福岡県 91,052 99.0 1 1 2 

大分県 44,226 107.3 － － 1 

小計 135,278 101.6 1 1 3 

合計 6,030,534 116.4 9 1 97 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、消費動向に回復の兆しは見えるものの、小売業にとっては企業淘汰の潮流が強まる

など依然厳しい状況が続くものと考えております。 このような環境の中、当社は、①顧客価値最大化のためのサー

ビスコンセプト確立、②商品力の強化（オリジナルブランド商品の開発・投入）、③販売力の強化（積極的な店舗網

の拡充・強化）、④ＩＴ活用による商品調達面での効率化、⑤管理力の強化（コストの削減）、⑥人材の強化育成に

取り組んでまいります。 

  なお、上記諸課題の早期実現に向けて総合的な競争力の強化を実現するため、他社との提携も視野に入れて取り組

んでまいります。  

  

   ①顧客価値最大化のためのサービスコンセプト確立  

    「きっとみつかる楽しい空間 また来たくなる笑顔・満足・感動をあなたに…」を実現するために社員一人一人が

   考え、自身の行動目標を設定し、日々実行に移していきます。 

  

    ②商品力の強化（オリジナルブランド商品の開発・投入）  

        従来行ってまいりました、リーズナブル価格でハイセンスなオリジナルブランド「Polm」、「Pastu」の開発に 

     加え、商品開発チームを更に増員し新ブランド「ＣＯＯＩＣＩ」（名称：クーイスイ）の開発に力を注いでまいり 

     ます。 

  

    ③販売力の強化（積極的な店舗網の拡充・強化）  

        これまでの方針通り郊外型ショッピングセンターはもちろんのこと、都心部（駅ビル、駅前及び隣接する複合大

      型ビル）、小商圏型（ネバフット・ショッピング・センター）等も視野に入れ、積極的にテナント出店していきま

      す。 

        当社は全国に平成18年９月20日現在98店舗を展開、運営していますが、効率的なドミナント形成の原点に立ち、

      ナショナルチェーンとしてあるべき戦略の観点から当面の目標200店舗実現に向け邁進します。 

  

    ④ＩＴ活用による商品調達面での効率化  

        商品調達面では、画像発注システムを活用して顧客ニーズに合致した商品を適時・適量に効率よく調達すること

      で、収益力を強化してまいります。  

  

    ⑤管理力の強化（コストの削減）  

        計画仕入、計画販売が収益確保の要諦ですが、これらの実現には人材面での充実と顧客ニーズにあった商品提供

      が必要不可欠であります。人材の育成システム、商品開発面での工夫は既に実行ないし実行準備に入っており、今

      後、収益力強化に反映されると期待しております。  

        一方、ローコストオペレーションは経営の基本方針であり、月次ベース、四半期ベースでの経費目標管理を徹底

      し厳しい査定を実施しております。 

  

    ⑥人材の強化育成  

        既存店はもちろん、新規出店にも対応できるように正社員及びパートナー社員に対する教育・訓練を充実させ、

      個人の能力向上に努めます。また、成果主義賃金システムを導入しているため、社員のモチベーションは高く、業

      績の向上につながっております。今後も更に、このシステムの充実を図り社員のモチベーションの維持・向上に努

      めます。  

        なお、当社では、パート・アルバイトの呼称をパートナー社員としております。  

  



４【経営上の重要な契約等】 

    当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

    なお、当社は、平成18年10月26日において株式会社ファーストリテイリング（以下、「ファーストリテイリン 

   グ」）と業務・資本提携契約を締結しております。それに伴い、ファーストリテイリングを割当先とする第三者割  

   当による新株式発行に関し、平成18年10月26日開催の臨時取締役会にて以下のとおり決議しました。 

I. 業務・資本提携について 

１．業務・資本提携の理由 

     ファーストリテイリングと当社は、両社の一段の業績向上と株主価値の極大化を目的に業務・資本提携を締結 

   することといたしました。本業務・資本提携は、平成18年４月14日におけるＪＡＳＤＡＱ上場を通じた当社認知  

  度の向上及び当社の積極的な提携先模索の結果、ファーストリテイリングの有するノウハウや経営資源の活用を   

   通じて顧客サービスの向上と収益の拡大を図れるとの判断から両社で合意するに至りました。当社としてはグロ 

   ーバルに展開するアパレル小売企業グループを目指すファーストリテイリングの経営目標に貢献していくことで 

  相互に企業価値の向上を図ってまいります。 

 

２．業務・資本提携の内容 

     ファーストリテイリングの当社への資本及び経営参加を通じた当社の事業維持、発展及び企業価値の極大化を 

   目的に、ファーストリテイリングと当社は、下記事項を主な内容とする業務提携契約及び株式引受契約を締結い 

   たしました。 

   (1) 第三者割当増資 

         当社はファーストリテイリングとの業務・資本提携に基づき、今後の業容拡大に伴い将来発生する資金需  

       要に備えること及びファーストリテイリングとの事業提携強化を目的に、同社を割当先とする第三者割当増  

       資を実施いたしました。 

   (2) 業務提携内容 

         当社はファーストリテイリングとの業務提携に伴ったプロジェクトチーム等の設置後、主に以下の事項を 

       通じて、お客様への一層のサービス向上及び当社の企業価値向上を目指してまいります。 

       ① ファーストリテイリングによる店舗オペレーションに関するノウハウの提供 

       ② 当社の独自企画商品強化に関するファーストリテイリングの支援 

       ③ 提携効果の早期実現を目的とした人事交流の実施 

       ④ ネット販売システムの構築支援 

       ⑤ 共同商品企画等の実施 

   (3) 取締役及び監査役の就任 

     業務・資本提携の締結、それに伴う第三者割当による新株式発行の結果、ファーストリテイリングは当社  

       の主要株主となるため、当社はファーストリテイリングが有するノウハウを円滑に取り入れていくため、同 

       社が指名する取締役３名及び社外監査役１名を受け入れる予定です。 

 

３．日程 

    平成18年10月26日（木曜日）：本業務・資本提携締結日 

    平成18年10月26日（木曜日）：本業務・資本提携効力発生日 

 

II. 第三者割当による新株式発行の要領 

    (1) 発行新株式数 普通株式 2,533,000株 

    (2) 発行価額 １株につき 金 870円 

    (3) 発行価額の総額 2,203,710,000円 

    (4) 資本組入額 １株につき 金 435円 

    (5) 資本組入額の総額 1,101,855,000円 

    (6) 申込期日 平成18年11月13日（月曜日） 

    (7) 払込期日 平成18年11月13日（月曜日） 

    (8) 新株券交付日 平成18年11月13日（月曜日） 

    (9) 割当先及び割当株式数 株式会社ファーストリテイリング 2,533,000株 

    (10)割当新株式の譲渡報告に関する事項等 

          新株式の発行から２年以内に業務・資本提携内容が変更・解約された場合でも、割当先との間において、割 

        当新株式発行日（平成18年11月13日）より２年間において当該割当新株式の全部または一部譲渡した場合には

    直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を当社に 

    書面にて報告することの内諾を受けております。 



    (11)今回の増資による発行済株式総数の推移（資本金の額の推移） 

        現在の発行済株式総数 5,050,000株 （平成18年8月20日現在） 

       （現在の資本金の額 560,000,000円） 

        今回の増加株式数 2,533,000株 

       （増加する資本金の額 1,101,855,000円） 

        増資後発行済株式総数 7,583,000株 

       （増加後の資本金の額 1,661,855,000円） 

 

３．増資資金の使途 

        当該第三者割当増資による資金の使途につきましては新株式発行価格の総額2,203,710,000円から発行諸費用  

      を差し引いた残額について、400百万円を短期借入金の返済に充当する予定であります。なお、残額については 

      ファーストリテイリングとの業務・資本提携に基づいた事業展開方針決定に伴う詳細な資金使途が確定次第、 

   充当していく予定であります。  

５【研究開発活動】 

 該当する事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、以下の設備を除却しております。 
  

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更は、次のとお

りであります。 

① 前事業年度末にて計画しておりましたが条件等にて出店を中止した物件は、次のとおりであります。 

  
② 前事業年度末にて計画しておりましたが出店時期が延期となった物件はありません。 

(2）重要な設備の新設計画 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．投資予定金額には、差入保証金を含んでおります。 

    ２．資金調達方法に記載しております「増資資金」は、平成18年４月13日の増資によるものであります。 

    ３．「事業部門の名称」に記載しております「ビューナイキショップ」は、ナイキブランドを中心とした新形態 

      の店舗であります。 

  

  (3）重要な設備の除却計画 

    当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却計画は、次のとおりであります。 

  

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

事業部門 

の名称 
除却の内容 

帳簿価格（千円） 

減少面積 

（㎡） 
除却年月 

建物 
工具、器具及び

備品 
合計 

九州地区１店舗 店舗  SHOES WORLD 退店 2,717 3,795 6,513 238.90 平成18年５月

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 事業部門の名称 

投資予定金額 

（千円） 

オープン 

予定日 

計画面積 

（㎡） 

九州地区１店舗 移転出店 ｍｕｓｅ 12,100 平成18年６月 99.17 

関東地区１店舗 新規出店 SHOES WORLD 56,700 平成18年10月 429.75 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

事業部門 

の名称 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 増加予定  

売場面積 

（㎡） 

総額 既支払額 着手 完了 

（千円） （千円）   

関東地区１店舗 新規出店 ＣＯＯＩＣＩ 149,600 92,000 増資資金 平成18年８月 平成18年９月 304.13 

近畿地区１店舗 新規出店 Ici 50,050 － 増資資金 平成18年８月 平成18年９月 232.40 

関東地区１店舗 新規出店 ＣＯＯＩＣＩ 34,165 18,960 増資資金 平成18年９月 平成18年10月 98.84 

近畿地区１店舗 新規出店 
ビュー ナイキ

ショップ 
31,365 3,836 増資資金 平成18年10月 平成18年11月 158.68 

近畿地区１店舗 新規出店 Ici 47,438 4,831 増資資金 平成18年10月 平成18年11月 199.67 

近畿地区１店舗 新規出店 ESSEnCE  36,168 18,300 増資資金 平成18年10月 平成18年11月 150.74 

中部・東海地区

１店舗 
新規出店 vju:  23,860 － 増資資金  平成18年10月  平成18年11月 151.71 

九州地区１店舗 新規出店 ｍｕｓｅ 38,316 － 増資資金 平成18年11月 平成18年12月 166.94 

東北地区１店舗 新規出店 vju: 36,820 － 増資資金 平成18年11月 平成18年12月 244.63 

 事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

事業部門 

の名称 
除却の内容 

帳簿価格（千円） 

除却年月 

減少予定  

売場面積 

（㎡） 
建物 

工具、器具及び

備品 
合計 

近畿地区１店舗 店舗 vju 退店 1,399 2,223 3,622  平成18年９月 197.29



(4）重要な設備の新設 

 当中間会計期間において完了した重要な設備の新設は、次のとおりであります。 

 （注） 投資予定金額には、差入保証金を含んでおります。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

事業部門 

の名称 

投資金額 

（千円） 

増加面積 

（㎡） 
完了年月 

近畿地区１店舗 改装 TRACK 6,889 － 平成18年２月

中部・東海地区１店舗 新規出店 SHOES WORLD 29,587 335.54 平成18年２月

関東地区１店舗 新規出店 ESSEnCE 22,151 77.02 平成18年３月

九州地区１店舗 新規出店 ｍｕｓｅ 16,403 99.17 平成18年３月

関東地区１店舗 新規出店 ESSEnCE  22,789 88.93 平成18年３月

関東地区１店舗 新規出店 Ici 15,903 214.88 平成18年３月

四国地区１店舗 新規出店 Vju: 51,671 290.25 平成18年３月

中部・東海地区１店舗 新規出店 SHOES WORLD 57,196 705.12 平成18年４月

近畿地区１店舗 新規出店 SHOES WORLD 66,701 495.87 平成18年６月

近畿地区１店舗 新規出店 SHOES WORLD 58,818 439.01 平成18年７月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成18年５月19日の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より4,000,000株 

    増加し、20,200,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

 （注）平成18年11月13日に株式会社ファーストリテイリングを割当先とする第三者割当増資により新株式を発行いたし 

    ました。これに伴い、株式数は2,533,000株増加し、提出日現在発行済株式総数は7,583,000株となっておりま 

       す。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格      1,050円 

          発行価額           850円 

資本組入額      425円 

払込金総額  976,000千円 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,200,000 

計 20,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年８月20日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年11月16日） 

上場証券取引所名又は登録証券業
協会名 

内容 

普通株式 5,050,000 7,583,000 株式会社ジャスダック証券取引所 － 

計 5,050,000 7,583,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年４月13日 

 （注） 
1,000,000 5,050,000 425,000 560,000 551,000 563,000 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式を次のとおり含んでおります。 

      日本マスタートラスト信託銀行株式会社     265,000株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   105,000株   

       ２．前事業年度末現在主要株主であった大阪中小企業投資育成株式会社は、当中間期末では主要株主ではなくな

      りました。 

  

  平成18年８月20日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株） 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

松村 洋祐 大阪市淀川区 2,086,140 41.30 

エイチエスビーシー ファ

ンド サービシイズ スパ

ークスアセット マネジメ

ント コーポレイテッド 

（常任代理人：香港上海

銀行東京支店） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

  

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

381,000 7.54 

ビューカンパニー従業員

持株会 

大阪市淀川区宮原三丁目４番30号     

ニッセイ新大阪ビル11階         

株式会社ビューカンパニー内 

304,665 6.03 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 265,000 5.24 

大阪中小企業投資育成株

式会社 
大阪市北区堂島浜一丁目２番６号 250,000 4.95 

藤井 征男 堺市美原区 235,375 4.66 

エイチエスビーシー バン

ク ピーエルシー アカウ

ント アトランテイス ジ

ャパン グロース ファン

ド 

（常任代理人：香港上海

銀行東京支店） 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK 

  

  

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

131,000 2.59 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 東京都中央区晴海１丁目８番11号 106,000 2.09 

松村 昇 大阪府吹田市 79,680 1.57 

松村 大助 大阪市東淀川区 68,430 1.35 

合   計  ───  3,907,290 77.37 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年４月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,046,000 5,046 － 

単元未満株式 普通株式    4,000 － － 

発行済株式総数 普通株式 5,050,000 － － 

総株主の議決権 － 5,046 － 

  平成18年８月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数(株) 

他人名義所有株
式数(株) 

所有株式数の合
計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） － 2,500 1,710 1,480 1,405 1,300 

最低（円） － 1,595 1,409 890 1,024 1,100 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日ま

で）の中間財務諸表については、東京北斗監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間（平成18年２月21日から平成

18年８月20日まで）の中間財務諸表については、仰星監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年３月10日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

  また、東京北斗監査法人は、平成18年10月１日付をもって監査法人芹沢会計事務所と合併し、名称を仰星監査法人

に変更しております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年８月20日） 
当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 841,587   1,371,420 966,285   

２．売掛金   598,978   737,407 326,475   

３．たな卸資産   849,121   1,041,413 890,872   

４．繰延税金資産   40,351   41,185 49,149   

５．その他   32,175   38,426 27,915   

流動資産合計     2,362,214 45.3 3,229,853 49.2   2,260,697 43.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 238,710   279,041 237,182   

(2）工具、器具及び
備品 

  332,521   448,782 354,794   

(3）その他 ※２ 42,942   40,358 43,409   

有形固定資産合計   614,174   768,181 635,386   

２．無形固定資産   49,558   52,553 43,894   

３．投資その他の資産           

(1）差入保証金 ※２ 1,933,861   2,213,456 2,002,534   

(2）繰延税金資産   73,809   73,689 72,126   

(3）その他 ※２ 212,944   252,951 243,471   

(4）貸倒引当金   △27,207   △27,257 △27,257   

投資その他の資産
合計 

  2,193,408   2,512,839 2,290,873   

固定資産合計     2,857,141 54.7 3,333,575 50.8   2,970,155 56.8 

資産合計     5,219,356 100.0 6,563,428 100.0   5,230,852 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年８月20日） 
当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   1,418,496   1,774,567 1,559,093   

２．買掛金   490,034   577,792 263,757   

３．１年内償還予定社
債 

  20,000   20,000 20,000   

４．短期借入金 ※２ 20,000   20,000 20,000   

５．１年内返済予定長
期借入金 

※２ 513,830   394,596 480,560   

６．未払金   278,236   325,855 284,836   

７．未払法人税等   181,219   163,000 207,500   

８．未払消費税等   29,079   7,122 30,357   

９．賞与引当金   5,074   8,771 2,164   

10．ポイントカード引
当金 

  1,155   13,623 9,744   

11．その他   158,189   208,343 153,512   

流動負債合計     3,115,315 59.7 3,513,672 53.5   3,031,525 58.0 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   40,000   20,000 30,000   

２．長期借入金 ※２ 732,070   502,488 677,368   

３．役員退職慰労引当
金 

  172,796   181,742 176,919   

４．その他   41,417   4,891 20,117   

固定負債合計     986,284 18.9 709,121 10.8   904,404 17.2 

負債合計     4,101,600 78.6 4,222,793 64.3   3,935,930 75.2 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     135,000 2.6 － －   135,000 2.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   12,000   － 12,000   

資本剰余金合計     12,000 0.2 － －   12,000 0.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   21,750   － 21,750   

２．任意積立金   710,000   － 710,000   

３．中間（当期）未処
分利益 

  233,030   － 405,891   

利益剰余金合計     964,780 18.5 － －   1,137,641 21.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    5,975 0.1 － －   10,280 0.2 

資本合計     1,117,756 21.4 － －   1,294,922 24.8 

負債・資本合計     5,219,356 100.0 － －   5,230,852 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － － 560,000 8.5   － － 

２．資本剰余金           

 資本準備金   －   563,000 －   

資本剰余金合計     － － 563,000 8.6   － － 

３．利益剰余金           

(1）利益準備金   －   21,750 －   

(2）その他利益剰余
金             

別途積立金   －   960,000 －   

繰越利益剰余金   －   225,025 －   

利益剰余金合計     － － 1,206,775 18.4   － － 

株主資本合計     － － 2,329,775 35.5   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評
価差額金     － － 10,859       － － 

評価・換算差額等合
計     － － 10,859 0.2   － － 

純資産合計     － － 2,340,635 35.7   － － 

負債純資産合計     － － 6,563,428 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,181,667 100.0 6,030,534 100.0   10,577,774 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,006,987 58.0 3,499,632 58.0   6,079,583 57.5 

売上総利益     2,174,679 42.0 2,530,901 42.0   4,498,190 42.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,885,981 36.4 2,284,762 37.9   3,955,240 37.4 

営業利益     288,698 5.6 246,138 4.1   542,950 5.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   84,928 1.6 94,691 1.6   182,494 1.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２   14,379 0.3 35,829 0.6   33,770 0.3 

経常利益     359,247 6.9 305,001 5.1   691,673 6.5 

Ⅵ 特別利益     － － － －   6 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３   3,220 0.0 9,584 0.2   19,952 0.1 

税引前中間（当
期）純利益 

    356,026 6.9 295,416 4.9   671,727 6.4 

法人税、住民税及
び事業税 

  172,062   149,227 324,961   

法人税等調整額   △2,311 169,751 3.3 6,004 155,232 2.6 △12,371 312,590 3.0 

中間（当期）純利
益 

    186,275 3.6 140,183 2.3   359,137 3.4 

前期繰越利益     46,754 －   46,754 

中間（当期）未処
分利益 

    233,030 －   405,891 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年２月21日 至平成18年８月20日） 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本 

 合計  資本 

 準備金  

資本 

剰余金 

 合計  

利益 

準備金 

 その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
 別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

 平成18年２月20日残高

（千円） 
135,000 12,000 12,000 21,750 710,000 405,891 1,137,641 1,284,641 

中間会計期間中の変動 

額 
        

  新株の発行 425,000 551,000 551,000         976,000 

  別途積立金の積立て         250,000 △250,000 － － 

  剰余金の配当           △60,750 △60,750 △60,750 

  利益処分による役員 

   賞与 
          △10,300 △10,300 △10,300 

  中間純利益           140,183 140,183 140,183 

  株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

                

 中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
425,000 551,000 551,000 － 250,000 △180,866 69,133 1,045,133 

 平成18年８月20日残高 

（千円） 
560,000 563,000 563,000 21,750 960,000 225,025 1,206,775 2,329,775 



 

評価・換算差額等 

純資産合計 
 その他有価 

 証券評価差 

 額金 

 評価・換算 

 差額等合計 

 平成18年２月20日残高 

（千円） 
10,280 10,280 1,294,922 

中間会計期間中の変動

額 
   

  新株の発行     976,000 

  別途積立金の積立て     － 

  剰余金の配当     △60,750 

  利益処分による役員 

   賞与 
    △10,300 

  中間純利益     140,183 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

578 578 578 

 中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
578 578 1,045,712 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益   356,026 295,416 671,727 

減価償却費   93,021 117,905 206,283 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  225 － 275 

賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  2,900 6,607 △9 

ポイントカード引当金の増減
額 
（減少：△） 

  1,155 3,879 9,744 

役員退職慰労引当金の増減額
（減少：△） 

  4,122 4,822 8,245 

受取利息及び受取配当金   △123 △310 △244 

支払利息   14,022 10,661 26,653 

社債利息   96 65 176 

新株発行費     － 8,539 － 

固定資産除却損   1,148 6,581 15,030 

仕入割引   △16,362 △17,152 △35,717 

事務代行料   △62,382 △69,960 △128,297 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

  △193,192 △410,931 79,310 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △45,409 △150,541 △87,160 

その他流動資産の増減額 
（増加：△） 

  △6,979 △8,811 △2,010 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  435,245 618,979 435,037 

未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  1,705 △23,235 2,983 

その他流動負債の増減額 
（減少：△） 

  44,117 20,837 61,559 

役員賞与の支払額   － △10,300 － 

その他   － － 83 

小計   629,337 403,050 1,263,671 

利息及び配当金の受取額   120 193 243 

利息の支払額   △14,254 △10,865 △26,797 

法人税等の支払額   △186,543 △187,311 △321,051 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  428,659 205,067 916,065 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

投資有価証券の売却による収
入 

  － － 7 

有形固定資産の取得による支
出 

  △75,820 △160,719 △197,326 

無形固定資産の取得による支
出 

  △7,063 △19,254 △10,621 

貸付けによる支出    － － △1,200 

貸付金の回収による収入   303 2,367 628 

定期預金の純増減額 
（増加：△） 

  △10 △11 △26 

保証金の差入による支出   △87,011 △220,997 △180,114 

保証金の返還による収入   12,223 10,075 36,654 

建設協力金の差入による支
出  

  － － △12,367 

保険積立金の純増減額 
（増加：△） 

  △4,441 △4,441 △9,088 

長期前払費用の取得による支
出 

  △8,166 △16,076 △20,888 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △169,987 △409,058 △394,342 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

長期借入れによる収入   150,000 － 350,000 

長期借入金の返済による支出   △278,206 △260,844 △566,178 

社債の償還による支出   △10,000 △10,000 △20,000 

株式発行による収入   － 967,460 － 

割賦債務の支払額   △50,122 △26,752 △90,519 

配当金の支払額   △33,750 △60,750 △33,750 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △222,078 609,113 △360,447 

Ⅳ  現金及び現金同等物の増減額
（減少：△） 

  36,594 405,123 161,275 

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高   660,391 821,667 660,391 

Ⅵ  現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 696,985 1,226,790 821,667 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定）を採用してお

ります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等 

   に基づく時価法（評価差額 

   は全部純資産直入法により 

   処理し、売却原価は総平均 

   法により算定）を採用して 

   おります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しており

ます。 

 時価のないもの 

 総平均法に基づく原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

商品 

 個別法に基づく原価法を採

用しております。 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原

価法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～22年 

工具、器具及び備品３～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。    

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ２～22年 

工具、器具及び備品３～15年  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 ３．繰延資産の処理方法  ─────── 

  

 新株発行費  

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

  新株発行費 

 同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当中間期

負担額に基づく金額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当期負担

額に基づく金額を計上しており

ます。 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社内規に基づく中

間期末要支給見積額の100％相

当額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社内規に基づく期

末要支給見積額の100％相当額を

計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

 (4）ポイントカード引当金 

 ポイントカードにより顧客に

付与されたポイントの利用に備

えるために、中間期末において

将来利用されると見込まれる額

を計上しております。 

(4）ポイントカード引当金 

      同左 

(4）ポイントカード引当金 

 ポイントカードにより顧客に

付与されたポイントの利用に備

えるために、期末において将来

利用されると見込まれる額を計

上しております。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

───────  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジを採用

しております。なお、特例処理

の要件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理によっ

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・同左 

ヘッジ対象・・・同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・同左 

ヘッジ対象・・・同左 

 (3）ヘッジ方針 

 金利変動によるリスクを回避

するためにヘッジを行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の条

件に該当するため、有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

９．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は、相殺のうえ、未払

消費税等として表示しておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

  至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

  至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

  至 平成18年２月20日） 

 ───────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

───────  

 ─────── （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。 

 なお、役員賞与は通期の業績を基礎として

算定しており、当中間会計期間において合理

的に見積もることが困難なため費用処理して

おりません。 

───────  

 ───────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,340,635千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───────  



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

（ポイントカード引当金の計上基準） 

 従来ポイントカードにつきましては、ポ

イントの使用時に売上高から控除しており

ましたが、当中間期から、有効ポイント残

高を合理的に見積もることができるように

なったことから中間期末におけるポイント

未使用残高のうち将来使用されると見込ま

れる金額をポイントカード引当金として計

上することといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比

較して、営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益が、それぞれ1,155千円減少して

おります。 

（法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以後に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計期間から

実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

7,572千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、それぞれ同額減少

しております。 

  

───── 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

               

              ─────  

  

  

  

  

  

（ポイントカード引当金の計上基準） 

 従来ポイントカードにつきましては、ポ

イントの使用時に売上高から控除しており

ましたが、当事業年度から有効ポイント残

高を合理的に見積もることができるように

なったことから、期末におけるポイント未

使用残高のうち将来使用されると見込まれ

る金額をポイントカード引当金として計上

することといたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比

較して、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が、それぞれ9,744千円減少して

おります。 

（法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から実務

対応報告第12号「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

15,462千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、それぞれ同額減少

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度末 
（平成18年２月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

905,083千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,049,333千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

960,520千円 

※２ 担保に供している資産及び対応債務 ※２ 担保に供している資産及び対応債務 ※２ 担保に供している資産及び対応債務 

担保に供している資産  

現金及び預金（定期預

金） 
118,948千円

建物 7,346千円

有形固定資産「その

他」（土地） 
34,608千円

投資その他の資産「そ

の他」 
23,707千円

（破産債権、再生債

権、更生債権その他 

これらに準ずる債権） 

 

差入保証金 910,728千円

計 1,095,339千円

対応債務  

短期借入金 20,000千円

１年内返済予定長期借

入金 
483,638千円

長期借入金 677,185千円

計 1,180,823千円

担保に供している資産  

現金及び預金（定期預

金） 
118,971千円

建物 6,568千円

有形固定資産「その

他」（土地） 
34,608千円

投資その他の資産「そ

の他」 
23,707千円

（破産債権、再生債

権、更生債権その他 

これらに準ずる債権）

 

差入保証金 732,307千円

計 916,163千円

対応債務  

短期借入金 20,000千円

１年内返済予定長期借

入金 
367,904千円

長期借入金 449,795千円

計 837,699千円

担保に供している資産  

現金及び預金（定期預

金） 
118,961千円

建物 6,923千円

土地 34,608千円

破産債権、再生債権、

更生債権その他これら

に準ずる債権 

23,707千円

差入保証金 793,774千円

計 977,974千円

対応債務  

短期借入金 20,000千円

１年内返済予定長期借

入金 
448,768千円

長期借入金 611,679千円

計 1,080,447千円

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越極度額 420,000千円

借入実行残高 20,000千円

差引額 400,000千円

当座貸越極度額 420,000千円

借入実行残高 20,000千円

差引額 400,000千円

当座貸越極度額 420,000千円

借入実行残高 20,000千円

差引額 400,000千円

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

※１ 営業外収益の主要なものは次のとおり

であります。 

※１ 営業外収益の主要なものは次のとおり

であります。 

※１ 営業外収益の主要なものは次のとおり

であります。 

受取利息 99千円

仕入割引 16,362千円

事務代行料 62,382千円

受取利息 234千円

仕入割引 17,152千円

事務代行料 69,960千円

受取利息 200千円

仕入割引 35,717千円

事務代行料 128,297千円

※２ 営業外費用の主要なものは次のとおり

であります。 

※２ 営業外費用の主要なものは次のとおり

であります。 

※２ 営業外費用の主要なものは次のとおり

であります。 

支払利息 14,022千円

社債利息 96千円

支払利息 10,661千円

社債利息 65千円

支払利息 26,653千円

社債利息 176千円

※３ 特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３ 特別損失の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３ 特別損失の主要なものは次のとおりで

あります。 

固定資産除却損 1,148千円

店舗整理損 1,847千円

固定資産除却損 6,581千円

店舗整理損 3,003千円

固定資産除却損 15,030千円

店舗整理損 4,557千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 78,626千円

無形固定資産 8,205千円

有形固定資産 99,197千円

無形固定資産 10,860千円

有形固定資産 176,431千円

無形固定資産 17,236千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加1,000千株は、平成18年４月13日付の有償一般募集（ブックビルディング方式 

    による募集）によるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

    該当する事項はありません。  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注）１ 4,050 1,000 － 5,050 

合計 4,050 1,000 － 5,050 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月19日 

定時株主総会 
普通株式 60,750 15  平成18年２月20日  平成18年５月22日

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年８月20日現在） （平成18年８月20日現在） （平成18年２月20日現在） 

現金及び預金勘定 841,587千円

担保提供又は預入期間が

３ヶ月を超える定期預金 
△144,602千円

現金及び現金同等物 696,985千円

現金及び預金勘定 1,371,420千円

担保提供又は預入期間が

３ヶ月を超える定期預金
△144,629千円

現金及び現金同等物 1,226,790千円

現金及び預金勘定 966,285千円

担保提供又は預入期間が

３ヶ月を超える定期預金 
△144,618千円

現金及び現金同等物 821,667千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

20,226 18,664 1,561 

合計 20,226 18,664 1,561 

  

    該当する事項はありません。 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

20,226 20,226 － 

合計 20,226 20,226 － 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,561千円

１年超 －千円

合計 1,561千円

  

   該当する事項はありません。 

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

    

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,022千円

減価償却費相当額 2,022千円

  

   該当する事項はありません。 

支払リース料 3,584千円

減価償却費相当額 3,584千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  

  該当する事項はありません。 

  

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま 

 せん。  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

 零とする定額法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下落した場合、「著しく下落した」

ものと判断し減損処理を行っております。 

当中間会計期間末（平成18年８月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下落した場合、「著しく下落した」

ものと判断し減損処理を行っております。 

前事業年度末（平成18年２月20日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて、30％程度下落した場合、「著しく下落した」

ものと判断し減損処理を行っております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 4,933 14,999 10,065 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,933 14,999 10,065 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 4,932 23,223 18,290 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,932 23,223 18,290 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 4,932 22,248 17,316 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 4,932 22,248 17,316 



（デリバティブ取引関係） 

  

（持分法損益等） 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

  至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

  至 平成18年８月20日）  

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

   至 平成18年２月20日）  

  当社の行っているデリバティブ取引は、 

 ヘッジ会計が適用されているため、記載の 

 対象から除いております。 

 同左  同左 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

１株当たり純資産額 4,139.83円

１株当たり中間純利益金額 689.91円

１株当たり純資産額 463.49円

１株当たり中間純利益金額 28.70円

１株当たり純資産額 317.19円

１株当たり当期純利益金額 86.13円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は、平成17年11月25日付で株式１株に

つき15株の株式分割を行っております。 

  なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりとな

ります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 当社は、平成17年11月25日付で株式１株に

つき15株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなりま

す。 

  

  

１株当たり純資産額 275.98円

１株当たり中間純利益金額 45.99円

１株当たり純資産額 238.14円

１株当たり当期純利益金額 62.83円

   なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

 至 平成17年８月20日) 

当中間会計期間 

   (自 平成18年２月21日 

    至 平成18年８月20日) 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日) 

中間（当期）純利益（千円） 186,275 140,183 359,137 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,300 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10,300) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 186,275 140,183 348,837 

期中平均株式数（千株） 270 4,883 4,050 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

 平成17年９月20日開催の取締役会の決議に

基づき、次のように株式分割をしておりま

す。 

１．平成17年11月25日付をもって普通株式１

株につき15株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式    3,780,000株 

(2）分割方法 

平成17年11月１日午後５時現在の株

主名簿に記載または、記録された株

主の所有株式数を１株につき15株の

割合をもって分割する。 

２．１株当たり情報に与える影響 

当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株

当たり情報及び当期首に行われたと仮

定した場合の当中間会計期間における

１株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産
額 

275.98円 

１株当たり純資産
額 

238.14円

１株当たり中間純
利益金額 

45.99円 

１株当たり当期純
利益金額 

62.83円

 なお、潜在株式
調整後１株当たり
中間純利益金額に
ついては、潜在株
式が存在しないた
め記載しておりま
せん。 

 なお、潜在株式
調整後１株当たり
当期純利益金額に
ついては、潜在株
式が存在しないた
め記載しておりま
せん。 

 平成18年10月26日開催の臨時取締役会の決

議に基づき、業務・資本提携契約を締結して

おります。 

１．業務・資本提携の理由 

   株式会社ファーストリテイリングと当社 

  は、両社の一段の業績向上と株主価値の極 

  大化を目的に業務・資本提携を締結するこ 

  とといたしました。本業務・資本提携は、 

  平成18年４月14日におけるJASDAQ上場を通 

  じた当社認知度の向上及び当社の積極的な 

  提携先模索の結果、株式会社ファーストリ 

  テイリングの有するノウハウや経営資源の 

  活用を通じて顧客サービスの向上と収益の 

  拡大を図れるとの判断から両社で合意する 

  に至りました。当社としてはグローバルに 

  展開するアパレル小売企業グループを目指 

  す株式会社ファーストリテイリングの経営 

  目標に貢献していくことで、相互に企業価 

  値の向上を図ってまいります。 

２．契約の相手会社の名称 

    株式会社ファーストリテイリング 

３．契約締結日 

    平成18年10月26日 

４．業務・資本提携の内容 

    株式会社ファーストリテイリングの当社 

 への資本及び経営参加を通じた当社の事業 

 維持、発展及び企業価値の極大化を目的に、

 株式会社ファーストリテイリングと当社は、

 下記事項を主な内容とする業務提携契約及 

 び株式引受契約を締結いたしました。 

 (1) 第三者割当増資 

    当社は株式会社ファーストリテイリング 

 との業務・資本提携に基づき、今後の業容 

 拡大に伴い将来発生する資金需要に備える 

 こと及び株式会社ファーストリテイリング 

 との事業提携強化を目的に、同社を割当先 

 とする第三者割当増資を実施いたしました。

  この結果、平成18年11月13日付で資本金 

 は1,661,855千円、発行済株式総数は 

 7,583,000株となっております。 

    なお、第三者割当による新株式発行の要 

  領は以下のとおりであります。 

  ①募集方法： 

   その他の者に対する割当 

  ②発行する株式の種類及び数： 

   普通株式2,533,000株 

  ③発行価額： 

    １株につき870円 

    （資本組入額 435円） 

  ④発行価額の総額： 

     2,203,710千円 

  ⑤払込金額の総額： 

     2,203,710千円 

  ⑥資本組入額の総額： 

     1,101,855千円 

  ⑦払込期日： 

    平成18年11月13日 

 当社株式は平成18年４月14日に、㈱ジャス

ダック証券取引所に上場いたしました。 

 上場にあたり、平成18年３月10日及び３月

27日開催の取締役会において、下記のとおり

新株式の発行を決議し、平成18年４月13日に

払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年４月13日付で資本金は

560,000千円、発行済株式総数は5,050,000株

となっております。 

①募集方法： 

一般募集 

（ブックビルディング方式による募

集） 

②発行する株式の種類及び数： 

普通株式1,000,000株 

③発行価格： 

１株につき1,050円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④引受価額： 

１株につき 976円 

この価額は当社が引受人より１株当た

りの新株式払込金として受取った金額

であります。なお、発行価格と引受価

額との差額の総額は、引受人の手取金

となります。 

⑤発行価額： 

１株につき850円 

（資本組入額 425円） 

⑥発行価額の総額： 

850,000千円 

⑦払込金額の総額： 

976,000千円 

⑧資本組入額の総額： 

425,000千円 

⑨払込期日： 

平成18年４月13日 

⑩配当起算日： 

平成18年２月21日 

⑪資金の使途： 

設備資金 



  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  ⑧配当起算日： 

    平成18年８月21日 

  ⑨資金の使途： 

    手取額については、400,000千円を借入金 

 の返済に充当する予定でありますが、残額に

 ついては株式会社ファーストリテイリングと

 の業務・資本契約締結に基づいた事業展開方

 針決定に伴う詳細な資金使途が確定次第、運

 転資金等に充当していく予定であります。 

    新株式の発行から２年以内に業務・資本提

  携内容が変更・解約された場合でも、割当先

  との間において、割当新株式発行日（平成18

  年11月13日）より２年間において当該割当新

  株式の全部または一部譲渡した場合には、直

  ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株

  式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡

  の方法等を当社に書面にて報告することの内

  諾を受けております。 

 (2) 業務提携内容 

    当社は株式会社ファーストリテイリングと

  の業務提携に伴ったプロジェクトチーム等の

  設置後、主に以下の事項を通じて、お客様へ

  の一層のサービス向上及び当社の企業価値向

  上を目指してまいります。 

   ① 株式会社ファーストリテイリングによる

      店舗オペレーションに関するノウハウの

      提供 

   ② 当社の独自企画商品強化に関する株式会

      社ファーストリテイリングの支援 

   ③ 提携効果の早期実現を目的とした人事交

      流の実施 

   ④ ネット販売システムの構築支援 

   ⑤ 共同商品企画等の実施 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

平成18年３月10日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年３月28日及び平成18年４月５日近畿財務局長に提出。（平成18年３月10日提出の有価証券届出書に係

る訂正届出書であります。） 

(3）臨時報告書 

平成18年４月14日近畿財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）の規定に基づく臨時報

告書であります。 

(4）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第35期）（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）平成18年５月19日近畿財務局長に提

出。 

（5）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類  

      平成18年10月26日近畿財務局長に提出。  

  （6）臨時報告書    

      平成18年11月13日近畿財務局長に提出。  

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）の規定に基づく臨時報

          告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年３月３日 

株式会社ビューカンパニー  

 取締役会 御中    

 東京北斗監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩井 伸太郎 印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 徳丸 公義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ビューカンパニーの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成17年２月21日か

ら平成17年８月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。  

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ビューカンパニーの平成17年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

２月21日から平成17年８月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。  



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年11月15日 

株式会社ビューカンパニー  

 取締役会 御中    

 仰星監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩井 伸太郎 印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 徳丸 公義  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ビューカンパニーの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成18年２月21日

から平成18年８月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。  

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。  

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ビューカンパニーの平成18年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

２月21日から平成18年８月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。  

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社ファーストリテイリングと業務・資本提携契約を締結し、同社を 

割当先とする第三者割当増資を実施している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。  
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